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コア・コンピタンス: シャープ液晶ディスプレイ事業の事例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇仁宏幸

　1990年代以降，シャープのコア・コンピタンスのひとつは液晶ディスプレイ事業にある．どのようにして，このコア・コンピタンスが形成されたのだろうか．シャープは1960年代までは，半導体やブラウン管などのデバイスを基本的に外部から購入し，最終商品である各種家電製品を組み立てる，いわゆるアセンブリ・メーカーであった．1960年から新技術を活かした最終商品開発にも取り組み，その成果のひとつが，1964年に発売された全トランジスタ式卓上計算機であった．その後，半導体集積度の向上などのデバイス技術の進歩により，最終商品である電卓の事業構造が次のように変化した．第1に，部品点数が激減し，小規模の企業でも容易に電卓を生産できるようになったために，多くの企業が電卓生産に参入した．第２に，電卓のIC化，LSI化は，電卓生産における付加価値構成を大きく変え，付加価値の大部分は組立工程からLSI生産工程に移った．このような変化に，シャープは次のような戦略で対応した．第1に，1970年にLSI工場を建設し，デバイス生産にも参入した．第2に，薄型化という製品差別化によって，激しい価格競争をのりきろうとした．こうして，1973年，シャープは日本初の液晶電卓を発売した．
　以上の経過をみると，デバイスのイノベーションと最終商品のイノベーションとは，一方が他方を促進する関係にあることがわかる．半導体というデバイスの技術進歩が，最終商品である電卓の市場や技術の変化を引き起こし、液晶電卓という新たな最終商品が生まれた．この新たな最終商品の誕生を契機に，シャープは液晶という新たなデバイスの開発に取り組むことになったのである．このことは，以下のようにその後の経過に関しても妥当する．

　液晶ディスプレイ技術に関するブレークスルーは，ほとんど外国でなされた．液晶分子の新たな動作モード(DSモード，TNモード，STNモード)は，米国やスイスで開発された．また画素の電圧を制御するための新たな駆動方式(TFT方式)に関しては，イギリスで実用化された．また，日本でも，デバイスとしての液晶ディスプレイの研究開発に関して，1980年代までは，日立やセイコーエプソンがシャープよりも先行していた．しかし，液晶ディスプレイの生産量ではシャープがトップであった．その理由は，シャープが，液晶ディスプレイを応用した新たな最終商品を創出し，その最終商品市場でトップシェアを維持することを中心的戦略としたからである．

1970年代の需要の大部分は電卓と時計であった．シャープはカシオと並んで電卓市場で大きなシェアを持っており，電卓の液晶化比率はカシオより高かった．またシャープはオリエント時計に時計用液晶ディスプレイを供給していた．1987年には，液晶ディスプレイを利用した新商品としてシャープは電子システム手帳を開発し，7割近くのシェアを維持した．また液晶ディスプレイのワープロへの搭載をいち早く実現することによって,1988年には東芝を抜いてワープロ市場でのトップシェアを獲得した．92年には，液晶ディスプレイを搭載したカメラ一体型VTRの発売により，カメラ一体型VTR市場でのシャープのシェアは5％から26%近くに上昇した．このように最終商品の市場を確保していることが，生産でのトップシェアにつながった．また新たな最終商品の開発過程で，シャープは，液晶基盤を２枚重ねた構造によって白色化を図るDSTNとよばれる方法，低反射液晶など，新たなデバイス技術を開発した．1990年代には，パソコンの普及とともに，大画面の液晶ディスプレイの需要が拡大していく．この段階では，量産体制の構築が競争に勝つ鍵となった．シャープは1989年から，高いシェアを有する最終商品市場で得た利益を使って，液晶事業への大規模投資を開始し，量産体制構築において他社を引き離した．この積極的な投資戦略は2000年代においても継続され，液晶テレビ市場における大きなシェアにもつながっている．

最終商品のイノベーションがデバイスのイノベーションを促進する効果を及ぼす点は，消費者やユーザー側の需要の変化に起因するイノベーション，いわゆる「デマンド・プル」のイノベーションに似ている．しかし，次の２点において異なる．第１に，デマンドが発生する場として，最終商品を生産する場が重要である．第2に，このデマンドを伝達する役割を果たしているのは，市場ではなく，企業内，あるいは企業間の密接な組織的関係である．このように捉えると，シャープがコア・コンピタンスの形成において成功した要因として，デバイス開発部門と最終商品開発部門とが密接に結びついた組織体制が挙げられる．
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